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2. 1 仕事の内容と処遇 
 2008年の 8月から 9月にかけて実施された民間企業を対象とする調査結
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の 1 ) と賃金月額 (総報酬月額相当額)13 の総計は28万円を超えてお
り、在職老齢年金の支給停止額が発生する。総報酬月額相当額は48万
                                                     
10 平成22年 8月現在、327,436円 

























                                                     








金10.7万円 (月0.9万円)、60歳直前賃金505.5万円 (月42.1万円) となっている (藤井
宏一、2010)。 
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2. 3 継続雇用労働者に対する人事管理上の施策と問題点 
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 さらに、高齢者雇用の問題状況を示す資料をもう一つ見ておこう (表 2 )。
ここでも高齢社員の担当する仕事の確保、管理職社員の扱いと並んで定年
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